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はじめに

平成30年6月28日～7月6日に発生した西日本を中心とする集中豪雨は各地に甚大な

被害をもたらした。洪水や土砂災害による被害は全国で死者224 人、行方不明者8 人、

負傷者459人、住家の全壊6758 棟、半壊1万878 棟、一部破損3917 棟、床上浸水

8567 棟、床下浸水2万1913 棟にのぼる。（消防庁集計11月6日）特に死者・行方不明

者が多かったのは広島県（114人）と岡山県（64人；うち51人が真備町）、愛媛県（27

人）であり、広島県では県南部で土石流・土砂崩れが5,000箇所以上で発生した。

災害後の復旧作業員や下流の住民の安全のため、竹原市と東広島市の土石流災害現場13

か所で弊社の土石流警報システムを設置し、現在（令和1年7月現在）でも土石流の監

視を行っている。

本報告では、今回土石流センサーを設置した箇所のひとつ、東広島市河内町災害現場につ

いて現場踏査から土石流警報システム設置までの状況と実際の手順を紹介する。

災害現場；広島県東広島市河内町中河内

GoogleMap

航空写真

200m

河川長

約500m



１．被災状況

被災前（GoogleMap 2011年11月）

被災後（GoogleMap 2018年8月）

２．河川状況調査（踏査）

予備調査は地質の専門家をメンバーに加えて行い、土石流の発生した（ または発生の恐

れのある）河川流域を踏査し、土石流の発生原因と発生機序など（ 土石流が発生してい

ない場合、今後発生の恐れのある危険個所など） を調べる。

河川を上流まで遡る際には川の状態や天候に注意し、特に土石流発生後には 2 次災害

が起きないように充分注意して踏査する。



踏査時状況写真2018年8月27日

河川入口（宅地との境界付近） 入口より約50m付近にある堰堤

堰堤上部（砂防ダムは埋まっている） 入口より約150m付近下流方向

入口より約200m付近 入口より約250m

河川遡上途中、至る所に不安定土塊の体積や亀裂の入った岩盤が見られる。



入口より350m付近 入口より約380m

入口より約430m付近 最上流部

センサー設置場所の選定

土石流は通常、河川の上流で大雨による斜面の表層崩壊や堆積物による自然ダムの崩

壊が発生し、これが引き金となって下流に倒木や土砂が一気に流下する。河川の両岸の

地層や岩盤の状態を調べ、土石流発生前は崩壊しそうな斜面や土砂堆積による自然ダ

ム、転石などの位置を記録し、残った土塊やさらなる崩壊が発生しそうな河岸斜面など

の位置を記録する。この結果から 2次的な土石流発生を予測し、センサー（ 土石流を感

知する部分）の設置場所を決める。ワイヤー式のセンサーを張る場合、センサー設置位

置は次に土石流が発生すると予想される位置よりも下流で、なるべく上流側に次のよ

うな場所を探す。

・ 川幅が狭い場所から急に広くなる場所、V字谷の出口などの上流側
・ 河床の勾配が急に変化する場所、小さな滝や砂防堰堤の上

・ 河川が蛇行する上流側手前

・ 両岸にワイヤーを固定する十分な強度を持った場所（ 樹木や岩盤など） がある場所

これらは土石流の速度が速くワイヤーが切れやすい場所（ 感知しやすい場所）である。

土石流はこの場所を通過後、広い場所に出るため速度が減速する。



河川上流部の踏査により埋まった堰堤の30m先より上流部は河川両岸に不安定土塊の分

布と土塊上部に不安定巨石群が多数点在すること、堰堤の20m上流部で河床勾配が変化

していることより、埋まった堰堤の先約30mの地点で河川勾配の大きい位置にワイヤー

センサーを設置することとした。

下流より上流方向（破線設置位置） 上流より下流方向（破線設置位置）

ワイヤーセンサーの設置

本現場は両岸に岩盤があるため、岩盤にアンカーボルトを打ち込み、その先に取り付けた

アイボルトをワイヤーの両端固定部とし、河床を横断する方向に約3m間隔で鉄筋杭を打

ってワイヤー（鋼芯入屋外線）を固定した。ワイヤーは河川を往復させ、河床より約0.7m

と約0.3mの2段の高さに渡した。ワイヤーの一方には警報送信機（断線を検知して信号

を発信）をつなぎ、鉄筋杭を立てた先端に固定した。

上流ワイヤーセンサー設置状況

送信機右岸アンカー固定部 ワイヤー 注意書き 左岸アンカー固定部

フレキ管によるワイヤー保護（動物噛切防止） 鉄筋杭



下流受信機・警報機

回転灯（警報機）

サイレン（警報機）

八木アンテナ

ソーラーパネル

受信機

メール通報装置

バッテリー

単管固定台

受信機・警報機は河川出口の住宅地との境界付近に設置した。電源はソーラーパネルとバ

ッテリーであり、今後復旧工事の際に場所の移動も可能なよう単管を組んだ架台に取り

付けられている。送信機からの信号を受けて警報機（サイレン・回転灯）が動作すると同

時に関係者に警報メールが配信されるようメール通報装置も取り付けられている。

ワイヤーセンサー、警報機配置図

ワイヤーセンサー

警報機

警報範囲



おわりに

平成30年７月豪雨により各地で数多くの土石流が発生した。現在（令和1年6月）に

おいても特に被害の多かった広島では復旧工事の目途が立たずに簡易的な措置（土嚢に

よるせき止め程度）で放置されている災害現場も多い。当社が土石流センサーを設置した

現場は、東広島市、竹原市の特に被害が大きかった場所13か所であり、本報告ではその

中の1か所（東広島市河内町中河内）の河川踏査から土石流警報システム設置までの流

れの概略を紹介したが、他の12か所についても同様に踏査した後、警報システム設置を

行っている。

土石流の発生した現場はそれぞれ様相が異なり、岩塊の流出が多い場所、砂泥が多く流

出した場所、河川距離の長さ、下流住宅地の被災状況など、その場の地質や河川によって

様々であった。このため、踏査には地質の専門家に同行してもらい、河川上流の不安定土

塊、不安定岩塊などの分布から2次的な土石流の発生の恐れがあるかどうか、どの地点

で監視する（ワイヤーセンサーをどこに張る）のが効果的かなどについて意見を聞いた。

ワイヤーセンサーや警報機の設置も場所に応じて様々な方法をとった。ワイヤーセン

サーは河川両岸にワイヤーが引き切られても耐える強度を持った固定場所が必要である。

都合よく両岸に太い樹木などがあればよいが、なければ岩盤にアンカーを打ってフック

を取り付ける、岩盤もなければ鉄筋を打ち込んで強度のある（張力150kｇに耐える）固

定場所を作る、など、その場に応じた方法を選ぶことになる。また、下流への信号伝達も

無線で伝える場合、電波が届くかどうかを予想しなければならない。山の中は障害物が多

いため、この判断はある程度経験を積まなければわからない場合が多い。

警報機についても、どこに（誰に）警報を伝えるか（サイレンが聞こえるか、ライトの

点灯が見えるか）などにより設置場所や警報機の種類、数を選ばなければならない。また、

下流で警報時にサイレン音を聞く住民には警報機について周知（あらかじめサイレンの

音を聞いておいてもらうなど）の必要もある。

これら土石流警報システム設置に関わる手順には今のところ一般的なマニュアルが存

在せず、当社もこれまで多数の現場で自ら試行錯誤し、その経験から手順を確立してきた。

このため土石流センサーの設置の経験がない施工業者は方法が分からず当社に機器設

置の依頼をしてくるが、当社の人員には限りがあり、現場も県内ならともかく遠方では対

応できないことが多い。また、土石流センサー設置業務はほとんど災害発生後の復旧作業

時の安全管理ために発生し、定常的な業務の発生が予測できないことも各社、対応する体

制（人員や機材の確保）の整備を困難にしている。当社では今後、土石流センサーの機器

販売に限らず、現場での作業手順などソフト面についても積極的に公開し、設置・監視作

業のできる施工業者を募り、土石流発生の恐れのある全国の現場に当社の土石流警報シ

ステムを普及させていきたいと考えている。


